
今後の里山整備の方向性について
（今後、森林税を活用する場合の論点から）
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○ 長野県の民有林661千haのうち、里山の面積は400千ha。
○ 管理の方向性として、「林業振興に取り組む森林」「公的に管理する森林」「自然推移に委ねる森林」に区分する中で、里山について
は、所有規模が細かく整備が進まない「喫緊の課題を抱える里山の森林」（６８千ha）を分類。（下の区分図の最下段）
○ 喫緊の課題を抱える森林６８千haは、平成20年度から森林税を活用して森林整備（間伐）を推進。１０年間で約３３千haの実績見込
みで、平成２９年度末で、より所有が細かいなど整備を進めにくい森林約３５千haが未整備として残ってくる見込み。（左下図）

県内民有林
６６１千ha

（未立木地除く）

奥山
２６１千ha

里山
４００千ha

（地理的な区分） （管理の方向性による区分）

喫緊の課題を抱える里山の森林68千haについて、
平成20年度から森林税を活用して既存の補助事
業（補助率7/10）よりも有利な制度（補助率9/10）で
間伐を推進。

喫緊の課題を抱える里山の森林６８千ha

第１期
(H20～24)
整備済み
２１千ha

第２期
(H25～29)
整備見込
１２千ha

第２期末
で未整備
３５千ha

比較的合意形成が図りや
すい区域を中心に整備して
きた結果、所有が細かいな
ど整備を進めにくい里山が
残ってきている。

森林税の対象となる里山の区域

林業振興に取り組む森林 105千ha

まとまりのある人工林でかつ林内路網を設置可能で、効率的な木材
生産に適した森林（木材生産のために集約化された私有林等）

喫緊の課題を抱える里山の森林 68千ha
集落周辺の所有規模が細かい私有林で、燃料革命等により暮らしの
中で利用されなくなり、放置されている（いた）里山

公的に管理する森林 46千ha
水源涵養機能を発揮させる必要のある人工林や、土砂流出防止機
能を発揮させる必要のある急傾斜地など、特に森林の持つ公益的機
能を発揮させる必要のある森林（保安林や公有林等）

自然の推移に任せる森林 181千ha
天然林など、自然の力に委ねながら森林づくりができる森林

林業振興：19千ha
公的管理：138千ha
自然推移：104千ha

（森林整備の推進施策）

全国一律の
既存制度

全国一律の
既存制度

森林税
活用事業

国庫補助事業
（補助率7/10）

治山事業等
（県事業等）

森林税事業
（補助率9/10）
・国庫嵩上げ
・税単独

【超過課税の必要性】

・従来の全国一律の既存制度では
整備が進まないため、独自の支援
制度が必要

・森林管理の空洞化が進行してお
り、喫緊の対応が必要
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未整備の里山における今後の整備の進め方（面積の試算）

• 第２期末で未整備となる里山35千haについて、今後の森林整備（間伐）の実施を検討するに
当たって、①山腹崩壊危険度、②保全対象との位置関係、③森林管理の状態の３つの点を、航
空レーザ測量の結果も活用しながら定量的に評価し、優先度等を検討

項目 詳 細

１.山腹崩壊危険度
［災害の起こりやすさ］

山地災害危険地区調査要領（林野庁 平成18年）に基づく山腹崩壊危険度
判定表による（地質ごとの傾斜、土層深、齢級等から算出する危険度得点
により危険度ランクa・b・cを判定）

【航空レーザ測量による調査結果活用】

2.保全対象との位置関係
［県民生活への影響度］

保全対象（集落、道路等）からの距離

3.森林管理の状態
［森林の混み具合から判
定した整備の緊急度］

針葉樹人工林について、最多密度の林分材積に対する比率（収量比数）に
より「森林の混み具合」を判定し、整備の緊急度を評価

【航空レーザ測量による調査結果活用】

第１段階として、上記の①及び②により「災害の危険性が高く保全対象への影響がある
エリア」の区分を明確にし、第２段階として、第１段階で区分したエリアを上記③に
基づき整備の必要性を判断し面積を試算
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区分 面積

非常に混み合っており特
に緊急な整備が必要

8千ha

一定程度混み合っており
整備が必要

7千ha

混み合っておらず、当面
は整備不要

2千ha

計 17千ha

未整備の里山における今後の整備の進め方（面積の試算）

保全対象からの距離

山腹崩壊危険度
50m以内

50m超え200m
以内

200m超え

ランクa     10千ha 5千ha ４千ha

２千ha

１千ha

ランクb     12千ha 7千ha ３千ha

ランクc 13千ha 1１千ha １千ha              １千ha               

区分 面積

非常に混み合っており特
に緊急な整備が必要

5千ha

一定程度混み合っており
整備が必要

4千ha

混み合っておらず、当面
は整備不要

4千ha

計 13千ha

未整備の里山に係る山腹崩壊危険度及び森林の混み具合から見た区分

喫緊の課題を抱える里山の森林

68千ha

第２期末時点で未整備

約35千ha

※防災・減災の観
点での整備を検討

①

②

③

9千ha 15千ha

第２期末時点で未整備となる里山について、山腹崩壊危険度（a～ｃランク）と保全対象からの
距離（50m以内、50m超え200m以内、200m超え）により、「①緊急的な要整備森林」、
「②防災・減災重視」、「③多面的利用重視」に分類。このうち②及び③の森林について、森林
の混み具合から最終的な整備必要面積を試算。

【考え方】
①緊急的な要整備森林
危険度ａで50m以内
＝5千ha

（公的に管理する森林（保安林）
として、県主体の治山事業による
整備を検討するが、保安林の指
定が適さない場合は森林税の対
象にもなる）

②防災・減災重視 → 森林税
危険度ａで50～200m以内
＋危険ｂで200m以内
＝計13千ha

③多面的利用重視 → 森林税
危険度ａ・ｂで200m超え
＋危険度ｃの区域全て
＝計17千ha②防災・減災重視 計１３千ha ③多面的利用重視 計１７千ha

樹木の混み具合
による内訳

※県民協働の観点
での整備を検討

（管理空洞化対策）
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【論点】
・防災・減災重視の森林は、地域住民の安全・安心を考慮し、優先的に整備が必要な箇所の間伐を実施すべ
きではないか。
・多面的利用重視の森林は、地域住民や森林所有者の主体的な意思を確認しつつ、着実に実行できる範囲で
進めていくべきではないか。

【多面的利用のための森林整備面積の目安】
○地区数
・対象区域を小学校区単位と想定。
・森林が身近にあり、住民参加の森林整備の機運がある地
区は150地区（森林整備への理解を深めるために緑の少
年団が結成され、活動が行われている地区数）

○地域住民や森林所有者の主体的な意思を確認しつつ、着実
に進められる面積の試算

※地域活動として過去に整備が行われた事例の聞き取り
結果より（担い手：地域のNPOや個人事業主等）

■１地域につき10～15haの整備を想定

未整備の里山における今後の整備の進め方（面積の試算）

森林税を継続した場合の森林整備（間伐）の目標面積（案）

【防災・減災のための森林整備面積の目安】
○主に減災重視の森林１３千ha

→ 当面整備が必要な森林９千ha
→ 整備が実行可能な森林面積の試算
※所有者不明森林や不在村所有森林は整備に向けた所有者の合意
を得ることが困難なため、整備実行可能な面積から除外

(整備必要森林面積)×(在村所有面積割合)
＝9,000ha×80％ ＝7,200 ha

※実際には在村所有森林であっても、隣接森林との境界確定が困
難等の理由により同意を得られない森林は存在することから、

7,200ha×80％ →  5,760ha としたい。

整備対象面積： 約5,700ha

地区目標：150地区
整備面積：1,500～2,250ha

【多面的利用のための森林整備面積の目安】

【防災・減災のための森林整備面積の目安】

○目標＝5,700ha ・・・①

間伐目標面積

①＋②＝ 5,700ha＋1,500～2,250ha 
＝ 7,200～7,950ha

○目標＝1,500～2,250ha

地域活動が徐々に広がることを想定し、整備目標は段
階的に引き上げることを検討
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これまでの取組

今後の改善の方向性（里山整備のための推進策）

• これまでは、喫緊の課題を抱える里山の森林において、集約化事業を組み合わせながら、事業地を大き
く取りまとめて効率的に整備ができる場所を優先して事業を実施してきており、未整備で残っている場
所はより零細で困難な森林となっている。

• 里山整備に係る事業は、短期間での効果の発現を期待して、大きくまとめること等を条件にしてきた。

今後の方向性

• 小規模分散的な森林の整備を進めるとともに、NPOや小規模事業者など多様な担い手の参画による防
災・減災のための森林整備、多面的利用のための森林整備を進めるために、事業要件を改善してはどうか。

現状 改善の方向性

【里山整備事業】
・１箇所当たりの間伐面積 1ha以上

【里山集約化事業】
・１事業地当たりの集約化面積 10ha以上

【里山整備事業】
・１箇所当たりの間伐面積 0.1ha以上

【境界明確化等条件整備事業】
・１事業地当たりの面積要件なし

論点
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これまでの取組

今後の改善の方向性（搬出間伐への支援）

• これまでの間伐は、「切捨て間伐」に限定しており、間伐材を有効活用するために山から持ち出す支援
を別立てで選択できるにとどまっていた。

• また、搬出に必要な作業路等の基盤整備への支援がないこともあり、取組が進まなかった。

今後の方向性

• これまでの切捨て間伐箇所での有効利用という発想ではなく、本格的な搬出間伐について補助対象にす
るなど、間伐材の搬出・利用の取組をより一層推進すべきではないか。

現状 改善の方向性

【支援施策】
森林税活用事業による間伐事業地（切捨て間伐）
において、間伐材の有効利用を図るため、切捨て
られた間伐材の搬出を行う場合、3,500円/m3を
助成

【里山整備事業】

間伐作業と木材の搬出作業を一体的に行う「搬
出間伐（作業路整備を含む）」への支援を追加す
るとともに、自立的な里山活動を行う意欲的な地
域には、遊歩道整備や機材導入に必要な経費を支
援する。
（搬出作業を前提とした間伐を同一事業者が行う
ことで、効率的な実施が可能となり、搬出間伐へ
の意欲をより一層喚起）

論点

年度 25 26 27 28 29 計

計画 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 20,000

実績 1,225 2,152 2,442 1,470 7,289

【税事業による間伐材の搬出実績（ｍ3）】
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今後の改善の方向性（国庫補助事業の活用）

これまでの取組

• 整備が進みにくい集落周辺の里山を中心とした間伐等を集中的に実施するため、所有者負担の軽減を図
りつつ（9/10補助）整備を進めてきた。

• 国庫補助事業を活用した里山整備事業は、任意嵩上げ分及び義務嵩上げ分に森林税を充当してきた。

今後の方向性

・引き続き森林所有者の負担軽減（9/10補助）が必要ではないか。
・国庫補助事業の義務嵩上げ分について県民への説明が不足、また、理論上交付税措置がされているがどうか。

現状 改善の方向性

論点

国 森林税

標準経費に対する補助率 90％

51％ 39％ 10％

所有者負担

19％ 20％

義務嵩上げ※１ 任意嵩上げ※２

・国庫活用事業を主
体として展開
・義務嵩上げ分に森
林税を充当

・所有が零細であり、整備が進みにくい集落周辺の里山においては、引き続き森林所有者の負担軽減
（9/10補助）を実施する。
・県が独自に試算した結果、造林費に係る交付税措置を上回る事業量を現在実施している状況。これ
までも徹底した事務事業見直しを実施してきており、現在の厳しい県財政の状況を踏まえると、さら
に追加的に森林整備に一般財源を充当することは困難。一方、防災・減災のための整備を緊急的に推
進するため、事業費を確保することが必要。引き続き、国庫補助事業の任意嵩上げに加え、義務嵩上
げ分にも森林税を充当する。

森林税

標準経費に対する補助率 90％

90％ 10％

所有者負担

小規模事業体が対象となることが可能同じ規模の森林税でより多くの
整備が可能

【国庫活用型】 【税単独事業】

※１ 国庫補助事業を実施する場合に県に求められる負担額（地方交付税の対象）
※２ 県の判断による嵩上げ
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造林費に対する交付税措置額と事業量の比較について

○ 本県の造林費に係る交付税措置額を独自に試算した結果、造林費の交付税措置額を上回る事業量
を実施している。

○ 具体的には、森林税の導入期間（H20～H28）における決算額の平均が754百万円であるのに対し、
造林費に係る交付税措置額は534百万円であり、一般財源不足額が△220百万円生じている状況。

【試算結果】 （単位：百万円）

注）上記には森林税を活用した事業は含まない。

区 分
森林税第１期 森林税第２期

森林税導入
期間平均

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 (H20～28)

造林費に係る
交付税措置額

A 620 531 559 533 578 594 572 477 494 467 534 

造林費決算額
（ 一 般 財 源 ）

B 950 575 972 853 678 821 692 753 757 687 754 

差 引 額
(一般財源不足
額 )

A-B △ 330 △ 44 △ 413 △ 320 △ 100 △ 227 △ 120 △ 276 △ 263 △ 220 △ 220 

今後の改善の方向性（国庫補助事業の活用） ８

<参考＞



【リーダー人材の育成・活用】
・リーダー養成研修の開催と地域への人材紹介、
有資格者の「学び直し」や相互の連携強化

・リーダー人材の活用を必要とする新たな地域

【地域のボランティア人材等の育成】
・地域リーダーによる安全講習会等の開催

【信州フォレストコンダクター活動支援事業】
・県内各地域のｺﾝﾀﾞｸﾀｰによる技術指導等を支援
・コンダクター数30名

【里山活用推進リーダー育成事業】
・里山資源の利活用に係る地域活動のリーダー育成
・H27～28年度で16地域を支援
・主に薪・きのこ・炭生産技術を取得

• 新たな取組として里山の多面的な利用を加速し、里山と人との関係を再構築するためには、地域活動を
支援・牽引する人材の育成が急務であることから、里山を活用する様々な分野において、専門人材から
ボランティア人材まで幅広い人材育成を一層進めることが必要ではないか。

• 地域活動に対して技術指導等を行うことができる人材のさらなる育成と活用の仕組みが必要ではないか。
• 安全講習等を通じた地域住民や二地域居住者等のボランティア人材の育成が必要ではないか。

• 信州フォレストコンダクターといった地域の林業を牽引する人材の育成や、里山における地域活動に対
して技術指導や安全教育を行う地域リーダーの育成に取り組んできた。

これまでの取組

人材の育成

今後の方向性

現状 改善の方向性についての考え方
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人材の育成

林業、木材産業の持続的かつ活発な生産活動を実現
するために、林業を担う人材を確保・育成

現場作業を効率的かつ安全に行うことができる人材

主に林業の現場作業及び現場管理を担う人材

現状：1,789人 → 目標：3,000人

里山の利活用を図るための人材を育成

地域の自立的かつ持続的な里山の利活用を図るた
めには、多様な要請に応えつつ地域を主導できる人
材が必要

■リーダー人材の育成・活用

・里山の利活用に関する研修修了者
・林業士等による学び直し

従来の森林・林業分野に加え、環境や教育、観光等

他分野の知識・技術を習得するための研修等を実施

林業の担い手の確保、生産性の向上等の取組 今後求められる人材

経営感覚を持って現場・事業体・地域を指揮できる人材

地域林業を主導する人材

■緑の雇用研修修了者 約1,200人

■森林施業プランナー 70人

森林所有者に代わり地域の森林を管理する人材

■信州フォレストコンダクター 30人

経営感覚をもって地域の林業・木材産業を指揮する人材

自ら林業を実践し、地域住民の指導的役割を担う人材

■林業士 520人

里山の多面的機能の利活用を主導する人材

育成する人材

■ボランティア人材（地域住民や二地域居住者等）の育成

里山整備利用地域活動リーダーが活動参加者に対し
て安全講習等を実施
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これまでの取組

森林税の使途や取組の効果の県民理解の推進

• 県は、森林づくり県民税のリーフレットを作成して県内のコンビニエンスストア等で配布、ラジオ番組の放送、県の
公式ホームページやブログへの掲載、10広域ごとの地元情報誌への掲載、里山整備箇所へPR横断幕を設置、地域イ
ベントの開催等により森林税の仕組みや事業内容の周知を行っている。

• 市町村は、森林税を活用した取組の成果等について広報紙等への掲載、森林づくり推進支援金を活用した公共的な施
設への木材利用等による普及啓発を行っている。

• この他、木育推進事業による子ども達への親しみの機会、森林（もり）の里親促進事業による企業の社員と地域住民
との交流の機会を通じた広報活動も実施している。

今後の方向性

・森林税事業の認知度を高めるためには、どのような対策が有効か
・森林税の取組への理解を進めるためには、県民に身近な場所での森林の整備や資源の利活用を進めるべきではないか。

現状

【県民アンケートの結果】
（森林税の認知度）
・名称、税額は知っているが、使い道はよくわからな
い：17.3％
・名称は知っているが、税額や使い道はよくわからな
い：25.9％
・名称、税額、使い道ともに知らない：30.3％
使い道を知らない 計：73.5％

（森林税の年代別の認知度）
・50歳以上で名称、税額、使い道ともに知らない人は
20.9％であるのに対し、40代以下の世代は51.8％と
明らかな差がある。

・具体的な使途等が認知されていないことから、使途等を
明確にした計画を策定するとともに事例集を作成するなど
事業の内容やその成果の周知を行う

・若い世代で税が認知されていないことから、ＳＮＳ等を
活用した広報を検討するとともに、森林の多面的な利用等
の活動への参加を促す

・税事業が身近な場所で行われることは、事業の認知度を
高める効果もあることから、事業の実施に当たっては、県
民への波及効果を考慮した選定を行う

論点
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改善の方向性についての考え方



これまでの取組

基金残高の取扱

・未整備のまま残っている里山の状況について、県の課題分析が遅れて機動的に事業を見直すことができなか
ったことや、平成28年度は事業の確実な執行のため予算編成段階から税収規模に満たない予算としたことなど
から、平成28年度末時点で4.9億円の基金残高が発生している。

今後の方向性

・基金残高について、今後どのように扱うべきか。

現状

【基金残高の推移】 ・基金残高については、第２期の取組との継続性を勘案し
つつ里山の整備等に充当していくことが適切ではないか。

論点
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年度 税収 その他収入 執行額 基金残

H20 510  3  376  137  

H21 673  3  791  22  

H22 661  2  664  21  

H23 665  1  649  38  

H24 665  1  651  53  

H25 667  0  632  88  

H26 666  0  635  119  

H27 663  1  440  343  

H28 678  15  547  489  

改善の方向性についての考え方


